
 

 

電気自動車等の整備業務に必要な特別教育のあり方に関する検討会 

開催要綱 

 
１ 趣 旨 

労働安全衛生規則第 36 条第４号の２に基づき、「50 ボルトを超える低圧の蓄電池

を内蔵する自動車の整備の業務」に労働者を就かせるときは、事業者は当該労働者

に安全のための特別の教育（以下「特別教育」という。）を行う必要がある。本条に

おける「低圧」とは 750 ボルト以下である電圧をいい、当該規定は従来「低圧」の範

囲を超えない蓄電池を内蔵する自動車しか存在しなかったこと等を踏まえて設けら

れたものであるが、今後、「低圧」の範囲を超える電圧の蓄電池を内蔵する自動車が

登場し普及することが想定され、現行の特別教育のカリキュラムでは、そのような

自動車の整備に当たり安全のための必要十分な教育ができないおそれがある。 

このような状況を踏まえ、本検討会では、「低圧」の範囲を超える蓄電池を内蔵す

る電気自動車等の整備業務に必要な特別教育のあり方について検討する。 

 
２ 検討事項 

（１）「低圧」の範囲を超える蓄電池を内蔵する電気自動車等の整備業務に当たって必

要な特別教育について 

（２）その他 

 
３ 構成等 

（１）本検討会は、厚生労働省労働基準局安全衛生部長が開催する。 

（２）本検討会の専門家等の参集者は、別添のとおりとする。 

（３）本検討会には座長を置き、座長は本検討会の議事を整理するとともに、必要に応

じて座長代理を指名することができる。 

（４）本検討会の参集者は、必要に応じ追加することができる。 

（５）本検討会での議論を踏まえ、必要に応じてヒアリングの実施や参集者の追加を

行うものとする。 

（６）本検討会、会議資料及び議事録については、原則として公開するものとする。た

だし、個別事案を取り扱う場合においては、個人・企業情報の保護の観点等から、

公開することにより、特定の者に不当な利益を与え又は不利益を及ぼすおそれが

ある場合等において、座長が非公開が妥当であると判断した際には、非公開で実施

することもできるものとする。なお、非公開とする場合には、その理由を明示する

とともに、議事要旨を公開する。 

 

４ スケジュール（案） 

令和６年３月    検討会 

令和６年４月頃 （予備日） 

 

５ その他 

（１）本検討会の事務は、厚生労働省労働基準局安全衛生部安全課において行う。 

（２）この要綱に定めるもののほか、本検討会の運営に関して必要な事項は、会議にお

いて定める。 
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